別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：医務費　目：医務費
	事業名:新人看護職員研修事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　健康福祉部　医療整備課　看護担当　電話番号：058-272-1111（内2529）

　　　　　　　E-mail：c11229@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：33,171千円（前年度予算額：1,333千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　看護の質の向上や、早期離職防止の観点から、新人看護職員の質の向上を目的とした研修を受けられる体制を整備するため、新人看護職員研修を実施する岐阜県内の医療機関に対して支援を行う。また、新人看護職員研修を担当する研修責任者、教育担当者、実地指導者に対する研修を実施する。
（１）新人看護職員研修事業
　　　　　　各医療機関において、新人看護職員を対象に基本的な臨床実践能力を獲得するた
めの研修を実施する医療機関に対して支援を行う。
（２）医療機関受け入れ研修事業
　　　　　　　　　　　　新人看護職員研修を自施設単独で実施できない医療機関の新人看護職員を、自施
設の新人看護職員研修事業に受け入れて実施する医療機関に対して支援を行う。
（３）研修責任者研修事業（看護協会へ委託）
　　　　新人看護職員研修全体の責任者であり、研修プログラム策定、企画及び運営に対
する指導を行う者に対する研修を実施する。
（４）新　教育担当者・実地指導者研修事業（看護協会へ委託）
　　　各部署で実施される研修の企画、運営を中心となって行う者に対する研修を実施

する。
	２　所要経費


（１）新人看護職員研修事業

（２）医療機関受け入れ研修事業　　　　31,838,000円
（３）研修責任者研修事業　　　　　　　　 468,000円
（４）教育担当者・実地指導者研修事業　   865,000円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
　　２ 地域医療の体制と医師・看護職員を確保する
    ・卒業後臨床研修の導入等により、新人看護職員の離職を防止する

	２　これまでの取組状況


　　新人看護職員研修は、平成２２年度新規事業として現在２７施設への交付を予定している。今後、３施設が追加交付申請を予定しており、今年度の交付対象施設は３０施設の見込みである。

研修責任者研修については、平成２１年度に県単独事業として開始した。岐阜県看護協会へ事業委託し、新人看護職員を教育する任にある者に対する研修を２日間開催、受講者は延べ７５名であった。平成２２年度からは国庫補助対象事業となり、開催日数を６日間に拡充して開催予定。現在４日間の研修を実施し、延べ８０名が受講した。
	３　これまでの取組に対する評価


　　本事業は、新人看護職員研修ガイドラインに沿って行うことが条件とされるため、各医療機関はガイドラインに沿うよう指導体制、研修計画の見直しを行っており、本事業の実施によって研修体制を見直すことで、新人看護職員研修の充実につながっている。平成２３年度は申請施設数が増加する見込みで、更なる新人看護職員研修体制の充実を図ることにより、看護の質の向上、早期離職防止につながる。
　　
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	1,333
	653
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	680

	要求額
	33,171
	32,504
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	667

	決定額
	33,171
	32,504
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	667


